
「人材ネットワーク」の基本スキーム
（別紙）

※）全国銀行協会は、a）主要行に対応する業態別協会として情報を接受するほか、b）業態別協会の取りまとめを行う。
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（注） Ａ業態の金融機関甲 に、「Ｃ業態の金融機関から○○○の専門家を招聘したい」というニーズがある場合の例。
      （Ａ～Ｅのいずれの業態も求人側となり得るとともに、複数の業態に対して打診することも可。）
       なお、ニーズを提示する際には、最低限、以下の事項に関する情報を提供する必要。
　　⒜  専門分野
　　⒝　年齢層
　　⒞　勤務地又は出身地
　　⒟　着任希望日
　　⒠　回答期限
　　⒡　希望する人材提供金融機関の名称又は地域・業態等

Ａ業態の金融機関
（求人側：甲 ）
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Ｃ業態の金融機関
(提供側：乙 、丙 、丁 )
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 〔１〕 求人側（甲 ）が、ニーズを提示。
(注）

 〔２〕 ニーズに応じて、協会
　  　　  間で〔1〕の内容を伝達。

　〔３〕 ニーズに応じて、該当する会員（乙 、
　　 　　丙 、丁 ）に〔1〕の内容を伝達。

 〔４〕 ニーズに対応しうるⒸ の会員（丙 ）から、
  　　　  求人側（甲 ）に直接回答・交渉。


